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１．はじめに

地域経済は，バブル崩壊以降一貫して低迷し

た局面を抜け出せずにいる。製造業において

は，大企業の製造拠点の廃止，統合，海外移転

等，不況と市場のグローバル化の進展の影響を

受け，下請け関係の解消・受注単価切り下げ等

に直面している。また，卸売り・小売業，サー

ビス業などの第三次産業も，デフレ，モータリ

ゼーションの進展，大規模小売店への国内外資

本の参入などをうけて，商店街の空洞化，廃業

の増加の苦境に面している。更に地域経済の下

支えをしてきた土木・建設業も，国・地方の財

政難からくる公共投資の抑制，下請けの受注単

価切り下げにより，厳しい経営環境に置かれて

いる。このような現状を受け政府も，規制改革

の動きの中で「構造改革特区」を立ち上げ，地

域再生本部を設置する等，地域産業再生支援に

本格的に動き出した。

本稿では以上のような地域経済の現状を踏ま

えた上で，都道府県の生産関数及び生産効率性

を推計することで，地域経済の生産効率性と産

業構造との関連の分析を行った。また，日本経

済の大きな転換点であったバブル経済期

（１９８４－１９９０）とバブル崩壊期（１９９１－１９９７）

を比較することで，産業構造が経済効率性に与

える影響がどのように変わったか示した。

具体的には，沖縄県を除く４６都道府県による

パネル・データを使用して，バブル経済崩壊前

の７年度間（１９８４年～９０年度，以下バブル期

（１９８４－１９９０））と，崩壊後の７年度間（１９９１

年～９７年 度，以 下 バ ブ ル 崩 壊 期（１９９１－

１９９７））に つ い て，Battise, Coelli（１９９５）に

沿ったフロンティア・アプローチによって，そ

れぞれ社会資本を含んだトランス＝ログ型生産

関数及び生産効率性を推計した。

２．データの構築

社会資本を含んだ都道府県生産関数の推計に

関して，必要なデータは，説明変数としての県

内総生産，被説明変数の労働量としての県内就

業者数，民間資本，社会資本である。まず，

「県内総生産」については，『県民経済計算年

報』より得た。これを１９９０年暦年価格で実質化

して使用した。「県内就業者数」についても，

『県民経済計算年報』より得た。民間資本は，

土居（２００２）の実質民間資本ストック（全企

業・取付けベース・１９９０年暦年価格）を利用し

た。社会資本も，同様に土居丈朗（２００２）の実

質社会資本ストック（１９９０年暦年価格）を利用

１ 本稿の草稿は，平成１５年度内閣府経済社会総合研究
所委託調査『州制の導入及び地方分権改革と地域経
済の活性化に関する調査研究』第４章「地域産業政
策の効率性に関する分析」である。同研究会では，
福重元嗣先生（大阪大学），橋本恭之先生（関西大
学），吉田素教先生（大阪府立大学）他委員の先生方
から貴重なご教示を賜った。また，日本財政学会第
６１回大会（平成１６年１０月３１日 於東北学院大学）で
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２ e−mail: kambakatsuhiro@srv.econ.osaka−u.ac.jp
３ e−mail:saito@econ.osaka−u.ac.jp

地域経済における生産効率性

－バブル期とバブル崩壊期の比較１－

樺 克 裕２・齊 藤 愼３

Vol．57 No．1 June 2007大 阪 大 学 経 済 学



　

した４。

生産関数の推計については，労働量及び民間

資本については，実際に投入された生産要素の

量を用いる必要がある。すなわち，労働量に関

しては，都道府県ごとの労働時間を考慮する必

要があり，民間資本についても都道府県ごとの

資本稼働率を考慮する必要がある。以下では，

労働量，民間資本の稼働率調整について説明す

る。

２．１．労働量の調整

労働量は労働者数に労働時間を掛け合わせた

総労働投入量を用いる。本稿では土居丈朗

（１９９８）に従って，労働者数は『県民経済計算

年報』の県内就業者数，労働時間は，『毎月勤

労統計調査報告 地方調査』の事業所規模３０人

以上で調査産業計の「常用労働者一人当たり平

均月間総実労働時間数」を用いた。

２．２．民間資本の稼働率調整

民間資本の稼働率調整については，宮良いず

み・福重元嗣（２００１）の資本稼働率調整に従っ

た。

これは，浅子和美・坂本和典（１９９３）による

各地域の景気とマクロの景気の相関に基づいて

資本稼働率を推計する方法を改善したものであ

る。具体的な改善点は，地域とマクロ景気の間

に存在するリードやラグ及び，資本をフルに稼

働した時の生産量がトレンドを持つ場合を考慮

していることである。

宮良いずみ・福重元嗣（２００１）の稼働率推計

方法は以下の通りである。

ln Yit ��i ��1i t ��2i t
2��3i t

3��4i t
4��1i ln Yt�1� （１）�2i ln Yt ��3i Yt�1�vit���

但し，�i は定数項，t はタイムトレンド，Yit

は i 都道府県の t 年度の県内総生産，Yt�1, Yt ,

Yt�1 は，それぞれ t �1 年度・t 年度・t �1 年

度の国内総生産であり，vit は誤差項である。

（１）式を都道府県ごとに推計し，推計された�̂1i・�̂2i・�̂3i を，全国の資本稼働率�t と地域

の資本稼働率�it の関係を仮定した以下の（２）式

に代入する。�it ��t�1
�̂lt ��t

�̂2i ��t�1
�̂3i ��� （２）

これにより，t 年度 i 都道府県の資本稼働率�it を求めることができる。

本稿では，上記の推計方法から１９８４年度から

１９９７年度までの都道府県ごとの資本稼働率を推

計 し，稼 働 率 調 整 済 み の 民 間 資 本

Kit ��it �K it を３節の推計に使用した。但

し，K it は稼働率未調整の民間資本である。

３．実証分析

２節で構築したデータを基に，地域経済にお

ける生産効率性の推計を行う。ここでは，確率

フロンティアのモデルについて簡単に説明した

後，実際に生産関数の定式化・推計を行い，都

道府県ごとの生産効率性を求める。

３．１．先行研究

地域別データを利用した社会資本の生産性に

関する先行研究は，Mera, K（１９７３）を始め，

Merriman, D（１９９０），浅子和美・坂本和典

（１９９３），浅子和美・常木淳他（１９９４），土居丈

朗（１９９８）等多くの先行研究がなされてい

る５。また，都道府県の生産効率性を推計した

先行研究としては川崎一泰（２００１），宮崎智視

（２００４）がある。川崎一泰（２００１）では，「政

府サービス生産者の県内総生産」を被説明変数

として，各都道府県の公共財供給における生産

効率性を測定した。宮崎智視（２００４）は，土居

４ 記述統計については４節のものと併せて，表４にま
とめた。

５ 社会資本の生産性の研究の推移に関しては，岩本康
志（２００２）に詳しい。
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丈朗（１９９８）のトランス＝ログ型の生産関数を

使用し，１９７６年～９７年の２２年間の都道府県の生

産効率性を推計した。

一方で，産業構造と生産の関係について着目

している研究しているものとして，産業構造変

化と経済成長の関係について分析した吉川洋・

松本和幸（２００１）や産業別の全要素生産性につ

いて実証研究した深尾京司他（２００１）等があ

る。

本稿では，生産に効率的（非効率的）な影響

を与える要因として，各都道府県の産業構造を

考える。産業構造は，地域の地理的特性，産業

集積等を反映した各地域経済の特性を表したも

のであり，地域経済の生産効率性と密接な関連

があるものと考えられる。バブル期（１９８４－

１９９０）及びバブル崩壊期（１９９１－１９９７）の産業

構造と地域経済の生産効率性との関係を調べる

ために，宮崎智規（２００４）と同様にトランス＝

ログ型の生産関数を用いて，産業構造を表す産

業比率を技術的効率性の要因として確率フロン

ティア分析を行った。

３．２．計量手法

供給主体別の生産効率性を測定するために，

確率フロンティアモデルを利用する。確率フロ

ンティアモデルとは，生産関数の効率フロン

ティアからの乖離を効率性の指標とする手法で

ある。通常の生産関数を用いた推計では，供給

主体がフロンティア上で活動することを暗黙の

上に仮定しているが，フロンティア関数による

分析では，フロンティア上から乖離することを

明示的に扱うことが可能となり，都道府県別の

生産効率性を推計することが可能となる。

本稿では，Battese, Coelli（１９９５）で示された

確率フロンティアモデルに従って，生産関数及

び生産効率性の推計を行う。Battese, Coelli

（１９９５）では，I 企業（都道府県），T 期間に

よるパネル・データによる確率フロンティア生

産関数を以下のように定義している６。

Yit ���xit �Vit �Uit��� （３）

Vit は，正規分布 N (0��V
2 )に独立同一で従う誤

差項で，Uit は切断正規分布 N (mit��2)に独立

同一で従う。Uit は経済主体の生産の技術的非

効率性を表しており，経済主体ごとの非効率性

の平均値を表す mit は以下のように表すことが

できる。

mit ��0��1z1t ��2z2t ��3z3t��4z4t ��5z5t ��6z6t��� （４）

mit ��0��1�z1(t�1)��2�z2(t�1)��3�z3(t�1)��4�z4(t�1)��5�z5(t�1)��6�z6(t�1)��� （４′）

ただし，zit は t 年の i 産業の構成比であり，i

＝１：農林水産業比率 i＝２：製造業比率 i

＝３：建設業比率 i＝４：政府サービス産業比

率 i＝５：卸業・小売業比率 i＝６：サービス

産業比率を表している７。これにより，各産業

構造が生産に与える影響について分析をする。

本稿ではそれぞれ，同年と１年前の数値を用い

て８，（３）・（４）及び（３）・（４′）式を最尤法によっ

て推計し，求められたパラメーターから都道府

県別の生産の技術的効率性 TE it �exp(�U it)

を９求めた。

６ 川崎一泰（２００１）は，関数形は Cobb−Douglass，生産
効率性に関する誤差項は半正規分布のモデル
（Battese, Coelli（１９９２））を 採 用 し，宮 崎 智 視
（２００４）は，関数形はトランス＝ログ，生産効率性
に関する誤差項は切断正規分布のモデル（Battese,
Coelli（１９９５））を採用している。

７ 県内総生産における各産業の生産額を構成比とし
た。業種は，代表的な６業種（農林水産業，製造
業，建設業，政府サービス産業，卸売・小売業，
サービス産業）を地域の産業構造の指標として選定
した。

８ 宮崎智視（２００４）でも同様に同年と１年前の数値を
効率性の推計に用いている。

９ 生産効率性は０と１の間の値を取り，１から離れる
ほど（１に近づくほど）生産が非効率的（効率的）
に行われていることを示している。
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３．３．生産関数の定式化

前節で述べた議論を踏まえて，都道府県ごと

の生産効率性を求めるために，確率フロンティ

ア生産関数の推計を行う。

本稿では，社会資本を含んだ生産関数の関数

形を以下のようなトランスログ型として特定す

る。これは，都道府県の生産関数の推計として

は，土居丈朗（１９９８），宮崎智視（２００４）と同

様である。また，地域間格差が誤差項に含まれ

ることを防ぐために，宮崎智視（２００４）と同様

に大都市ダミー A（人口上位１０都府県），地方

圏ダミー B（人口下位１０県）を設定した１０。

ln Yit ��0��1(ln Kit �ln K )��2(ln Git �ln G )��3(ln Lit �ln L )��4(ln Kit �ln K )�(ln Git �ln G )��5(ln Kit �ln K )�(ln Lit �ln L )��6(ln Git �ln G )�(ln Lit �ln L )��7(ln Kit �ln K )2��8(ln Git �ln G )2��9(ln Lit �ln L )2��10A ��11B �Vit �Uit��� （５）

投入量は，各都道府県の民間資本 K，社会

資本 G，労働量 L である。また，K，G，L

は標本期間内の４６都道府県の平均１１を表してい

る。（５）式を，バブル経済崩壊前の１９８４年度～

１９９０年度（バブル期（１９８４－１９９０）），崩壊後の

１９９１年度～１９９７年度（バブル崩壊期（１９９１－

１９９７））の二期間のパネル・データについて，

前節で述べた方法で推計を行った。

３．４．推計結果

推計結果は表１・表２の通りである１２。

まず，生産の技術的非効率性についての仮説

検定である LRTESTでは，いずれのケースに

ついても帰無仮説を棄却した。よって，推計式

に非効率性結果が含まれることが確かめられ

た。また，�S
2 ��2��V

2，r ��2��S
2 についても

いずれも有意に帰無仮説を棄却した。

生産関数に関するパラメーターについては，

バブル崩壊期（１９９１－１９９７）については�5

（ケース１については棄却），�9（ケース１に

ついては棄却），バブル期（１９８４－１９９０）につ

いては�8，�11（ケース４については棄却）の

帰無仮説を棄却できなかった。

生産の技術的非効率性に関するパラメー

ター１３は，農林水産業比率はバブル期（１９８４－

１９９０），バブル崩壊期（１９９１－１９９７）ともに

正，製造業比率，サービス産業比率はともに負

となった。これらの係数はいずれも有意であっ

た。一方で，建設業比率はバブル期（１９８４－

１９９０）に有意に負，政府サービス産業比率はバ

ブル崩壊期（１９９１－１９９７）に有意に負となっ

た。卸業・小売業比率については，バブル崩壊

期（１９９１－１９９７），バブル期（１９８４－１９９０）と

も同期の産業構造で推計したもの（ケース１・

ケース３）についてのみ有意に正となった。ま

た，平均効率性（mean efficiency）はケース１

～４で０．７２から０．７６の値となり，平均で約２４％

から２８％の効率性のロスがあることが分かっ

た。

１０ 上位１０都府県は，茨城県，栃木県，埼玉県，千葉
県，東京都，神奈川県，愛知県，滋賀県，大阪府，
兵庫県，下位１０県は，青森県，岩手県，山形県，鳥
取県，島根県，高知県，佐賀県，長崎県，宮崎県，
鹿児島県である。

１１ 土居丈朗（１９９８）の社会資本データは沖縄県は対象
外なので，沖縄県を除く４６都道府県で分析を行っ
た。

１２ ダミーについては，ダミー無し，ダミー Aのみ，ダ
ミー Bのみ，ダミー A・B両方有りの４種類推計
し，最も対数尤度が高かった結果を掲載した（ケー
ス１・ケース３はダミー Aのみ，ケース２・ケース
４についてはダミー A・B両方有り）。

１３ 生産の技術的非効率性に関するパラメーターが正で
あることは，生産の技術的非効率性をより大きくす
るので，生産効率性に対しては非効率である。同様
にパラメーターが負であるとき，生産効率性に対し
ては効率的である。
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３．５．推計結果から言えること

本稿の結果から言えることは，次の通りであ

る。

まず，第一にバブル期（１９８４－１９９０），バブ

ル崩壊期（１９９１－１９９７）ともに産業構造が生産

の技術的非効率性に与える影響が確認されたこ

とである。バブル期（１９８４－１９９０），バブル崩

壊期（１９９１－１９９７）に分けて推計することで，

両期の生産の技術的非効率性に産業構造が与え

る影響の違いについて論じることが出来る。

第二に，産業構造が生産の技術的非効率性に

与える影響がバブル期（１９８４－１９９０），バブル

崩壊期（１９９１－１９９７）では相違があることが確

認されたことである。宮崎智視（２００４）の結果

では，１９７６年度から１９９７年度の期間について建

設業比率は生産に非効率的な影響を与えている

が，本稿ではバブル期（１９８４－１９９０）について

は，建設業比率は生産に効率的な影響を与えて

いることが確認された。また，政府産業比率に

ついては，バブル崩壊期（１９９１－１９９７）に生産

に効率的な影響を与えていることも確認され

た。バブル期（１９８４－１９９０）については，公共

投資以外にも民間の建設需要が旺盛であり，結

果として建設業比率が生産に効率的な影響を与

えており，バブル崩壊期（１９９１－１９９７）につい

ては，政府の財政拡大政策が経済を下支えする

ことで生産に効率的な影響を与えているものと

表１ バブル崩壊期 バブル期 バブル崩壊期 バブル期
（１９９１－１９９７） （１９８４－１９９０） （１９９１－１９９７） （１９８４－１９９０）
ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値�0 １６．３１ １４９．３４＊ １６．１３ １０３．９８＊ �0 １６．３１ １８１．２６＊ １６．１３ １２０．４３＊�1 ０．２２ ７．４５＊ ０．２３ ９．０９＊ �1 ０．２１ ６．８８＊ ０．２６ １０．１４＊�2 ０．１３ ４．４０＊ ０．２１ ５．６５＊ �2 ０．１３ ４．２１＊ ０．２４ ６．００＊�3 ０．７１ ２４．３２＊ ０．６４ ２１．０２＊ �3 ０．７２ ２３．５２＊ ０．５９ １９．３０＊�4 ０．２０ ２．０６＊ ０．５８ ５．５９＊ �4 ０．２２ ２．１５＊ ０．６４ ６．７０＊�5 ０．２１ １．３６＊＊＊ －０．２９ －２．２１＊ �5 ０．１０ ０．５７ －０．２５ －２．０４＊�6 ０．２４ １．６９＊＊＊ －０．４０ －２．１３＊ �6 ０．２３ １．４８＊＊＊ －０．５７ －３．２４＊�7 －０．２１ －３．３６＊ －０．１２ －２．２７＊ �7 －０．１８ －２．４０＊ －０．１５ －３．８２＊�8 －０．２０ －３．６４＊ －０．０８ －１．０３ �8 －０．２１ －３．３７＊ －０．０３ －０．３４�9 －０．１９ －１．６２＊＊＊ ０．３４ ２．７７＊ �9 －０．１３ －１．０２ ０．４０ ３．３８＊�10 ０．０９ ７．２９＊ ０．０８ ５．４７＊ �10 ０．０９ ６．５４＊ ０．０７ １２．６５＊�11 － － ０．０２ １．０１ �11 － － ０．０２ １．５８＊＊＊�0 ０．４２ １３．６７＊ ０．５５ ６．１１＊ �0� ０．４４ ３．７１＊ ０．４１ ７．３６＊�1 ４．６０ １３．１８＊ ３．０２ １０．２３＊ �1� ４．５９ １２．７１＊ ２．８７ １２．２４＊�2 －０．３２ －２．６０＊ －０．３６ －２．２５＊ �2� －０．３４ －２．４８＊ －０．２２ －２．４９＊�3 －０．２３ －０．８８ －１．２１ －４．０２＊ �3� －０．０６ －０．２２ －１．０９ －４．２５＊�4 －１．４１ －３．６３＊ －０．４８ －１．０５ �4� －１．７２ －４．３８＊ ０．０７ ０．２８�5 ０．２８ １．５１＊＊＊ ０．０７ ０．３５ �5� ０．３４ １．７６＊＊ ０．００ －０．０３�6 －０．５２ －２．３２＊＊ －０．８６ －３．１２＊ �6� －０．６７ －２．７１＊ －０．３４ －１．６１＊＊＊�S
2 ０．００２９ １２．４０＊ ０．００３４ １２．４８＊ �S

2 ０．００２８ １１．９３＊ ０．００３７ １２．５３＊� ０．９９９ １６．２５＊ ０．９９９ ６．１０＊ � ０．９９９ ５４．２１＊ ０．９９９ ８０．５２＊

表２ ケース１ ケース２ ケース３ ケース４

Log likelihood ４８１．６１ ４５４．７１ ４８９．２１ ４４２．４７

LRTEST １９５．６２＊ １７５．９１＊ ２１０．８３＊ １５１．４２＊

mean efficiency ０．７６ ０．７２ ０．７６ ０．７２

注）＊は有意水準１％，＊＊は有意水準５％，＊＊＊は
有意水準１０％を表す。
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考えられる。

第三に都道府県別の技術的効率性に産業構造

が与える影響である。表３は，都道府県別の技

術的効率性の推計値（１９９０年度・１９９７年度）で

ある。ここでは対数尤度が大きいケース２，

ケース３について掲載した。順位に大きく影響

を与えているのは，農林水産業比率，製造業比

率である。特に，農林水産業比率については，

生産に非効率的な影響を与えることから，比率

が高いところは軒並み技術的効率性が低くなっ

ている。一方で，製造業比率が高いところは技

術的効率性が高くなっている１４。

４．結 論

本稿の推計結果から言えることは，以下の通

りである。

第一に産業構造は，生産の技術的非効率性に

１４ 例えば，１９９０年度，１９９７年度とも順位が最下位であ
る宮崎県は，農林水産業比率はともに１位である。
また，１９９７年度の１位である滋賀県は，製造業比率
が１位である。

表３：都道府県別の技術的効率性（上位・下位１０都道府県のみ）

順位 １９９７年度 ケース３ １９９０年度 ケース２ 順位 １９９７年度 ケース３ １９９０年度 ケース２

１ ０．９９ 滋賀 １．００ 京都 ３７ ０．７１ 佐賀 ０．７０ 北海道
２ ０．９４ 奈良 ０．９６ 滋賀 ３８ ０．７１ 山形 ０．７０ 鹿児島
３ ０．９０ 京都 ０．９２ 東京 ３９ ０．７０ 熊本 ０．７０ 島根
４ ０．８８ 東京 ０．９１ 奈良 ４０ ０．７０ 長崎 ０．７０ 佐賀
５ ０．８５ 三重 ０．８７ 神奈川 ４１ ０．７０ 青森 ０．６９ 愛媛

６ ０．８４ 神奈川 ０．８６ 愛知 ４２ ０．６９ 和歌山 ０．６８ 秋田
７ ０．８３ 群馬 ０．８５ 静岡 ４３ ０．６９ 高知 ０．６７ 高知
８ ０．８２ 徳島 ０．８５ 三重 ４４ ０．６９ 鹿児島 ０．６７ 山形
９ ０．８１ 愛知 ０．８５ 埼玉 ４５ ０．６８ 愛媛 ０．６５ 岩手
１０ ０．８１ 兵庫 ０．８４ 群馬 ４６ ０．６４ 宮崎 ０．６１ 宮崎

表４：記述統計（１９９７年度）

単位 標本数 最小値 最大値 平均値 標準偏差

県内総生産 １００万円 ４６ １９５３７３４ ８２８１３１９７ １０４１６７６４ １３４７７３１４

民間資本ストック １００万円 ４６ ３７７６５６２ １５２７５９９８３ ２０７８９３９５ ２５５６９００８

社会資本ストック １００万円 ４６ ３４７４０６７ ４５８６０７８３ １０７５５８９１ ８７９４４９０

県内就業者数 人 ４６ ３３６０１７ ８７７２５９９ １４１４８１０ １４９２５２８

農林水産業比率 ４６ ０．００１ ０．０６１ ０．０２４９ ０．０１６１

製造業比率 ４６ ０．１０３ ０．４５１ ０．２４５５ ０．０７９６

建設業比率 ４６ ０．０４９ ０．１３６ ０．０９４８ ０．０２０２

政府サービス生産者比率 ４６ ０．０５６ ０．１５４ ０．０９６７ ０．０２３３

卸売・小売業比率 ４６ ０．０７４ ０．２２９ ０．１２５２ ０．０３２７

サービス産業比率 ４６ ０．１３１ ０．２６６ ０．１６６３ ０．０２６４

（出所）土居丈朗（２００２），『県民経済計算』，『地方財政統計年報』より作成
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影響を与えていることである。バブル期

（１９８４－１９９０），バブル崩壊期（１９９１－１９９７）

を通じて，サービス産業比率，製造業比率は，

生産に効率的な影響を与え，農林水産業比率は

生産に非効率的な影響を与えている。

第二に建設業比率，政府サービス産業比率の

生産への影響が，バブル期（１９８４－１９９０）とバ

ブル崩壊期（１９９１－１９９７）では異なることであ

る。宮崎智視（２００４）では，「建設業の多い地

域では，公共事業を望む圧力が強まり，結果と

して公共投資や社会資本が経済規模に比して過

大になり生産性の向上に結びつかない」とされ

た建設業比率が，バブル期（１９８４－１９９０）では

生産に効率的な影響を与えていることは注目す

べき結果だと考える。バブル崩壊期（１９９１－

１９９７）に政府サービス産業比率が効率的な影響

を与えていることと合わせて，建設業，政府

サービス産業の生産への影響は時代背景に左右

されていることが分かる。

本稿の課題としては，１９９７年度以降の延長推

計が挙げられる。バブル崩壊からの経済回復期

において，産業構造が生産にどのような影響を

与えるかを推計することによって，産業政策，

経済政策により有益な示唆を与えることが出来

ると考える。

（大阪大学大学院経済学研究科博士後期課程）

（大阪大学大学院経済学研究科教授）
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Production efficiency in Japanese regional economy

Katsuhiro Kamba and Shin Saito

In this text, what influence the industrial establishment gave to the Production efficiency of the

regional economy was analyzed by using production function of the Translog type that contained the

infrastructure for the panel data of 46 prefectures in Japan.

These positive analyses were done by the frontier approach. The analysis period is seven years from

fiscal year 1984 to 1990 (the bubble economy) and seven years from fiscal year 1991 to 1997(After

the bubble economy collapses).

As a result, it was measured that the government service industry ratio had an efficient influence on

production after the collapse of the economic bubble while the construction industry ratio had an

efficient influence on it in the bubble economy.

Through the period of the economic bubble and the collapse of the economic bubble, it was

confirmed that the agriculture, forestry and fisheries industry ratio had an inefficiency influence on

production, and the service industry ratio and the ratio of manufacturing had an efficient influence on

it.

JEL Classification: C33, D24, H54

Keywords: Production efficiency, the bubble economy, Japanese regional economy
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